
（平成２１年８月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口厚生年金 事案 441 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格取得日に

係る記録を昭和 60 年４月 25 日、資格喪失日に係る記録を 61 年８月 31 日に

訂正し、当該期間の標準報酬月額を 11万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月 25日から 61年８月 31日まで 

    「ねんきん特別便」が届いたので、有限会社Ａに勤務した期間について

調査を依頼した結果、厚生年金保険の加入歴無しとの回答であった。 

    しかし、有限会社Ａの雇用保険の被保険者資格の取得手続が行われてお

り、申立期間、同社が経営するレストランの支配人として勤務していたこ

とは明らかであり、給与明細書でも厚生年金保険料が控除されていたこと

を確認しているので、厚生年金保険への加入を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述により、申立人が、

申立期間において有限会社Ａに勤務していたことが確認できる。 

また、申立人が、毎月、有限会社Ａにより給与から控除されていたと主張

する厚生年金保険料の額は、当時の厚生年金保険料とおおむね一致する。 

さらに、有限会社Ａにおいて、申立人と同じく支配人として勤務していた

後任である同僚には、同事業所の厚生年金保険への加入履歴が確認できる上、

申立人及び同僚が証言する当時の従業員数（７人から８人くらい。）と社会

保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立期間の記録が

確認できる被保険者数（７人）とがおおむね一致していることから、当時、

有限会社Ａにおいては、ほぼすべての従業員が厚生年金保険被保険者資格を

取得していたと考えられる。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、昭和 60 年４月から 61 年７月までの期間の標準報酬月額については、

有限会社Ａの後任支配人の標準報酬月額及び申立人が主張する月収額から判

断すると、11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申

立期間に係る被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立

人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考えられない上、仮に、事業

主から、申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後

被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失届も提出されているにも

かかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係

る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

60 年４月から 61 年７月までの保険料の納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年６月１日から 33 年１月４日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ(以下「Ｂ事業所」という。)にお

ける資格取得日に係る記録を 32 年６月１日に訂正し、同年同月から同年 12

月までの標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月１日から 33年１月４日まで 

私は、Ｂ事業所で、昭和 32 年４月１日に面接を受けて採用され、翌日

の４月２日から船積出荷等の作業を行う三交替の勤務に就いた。 

私が昭和 32 年４月ごろからＢ事業所に勤務していたことは、複数の同

僚や先輩が証言してくれるはずである。 

しかし、厚生年金保険の被保険者資格の取得年月日は昭和 33 年１月４

日となっており、勤務の実態に合っていないし納得できない。申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が申立期間において、Ｂ事業所に勤務していたことは、申立内容及

び複数の同僚の証言により推認できる。 

しかし、当時の同僚が保管する失業保険被保険者資格取得届によると、こ

れら同僚は採用から２か月程度遅れて雇用保険に加入していることが確認で

き、事業主も「現地採用の従業員は臨時に使用する者として、当初は日給の

日雇い雇用であり、本採用となるまでの期間については厚生年金保険に加入

させていなかったと思う。」と証言していることから、申立人も当該事業所

に採用されてから雇用保険の一般被保険者資格を取得した昭和 32 年６月１日

までは、厚生年金保険の適用除外とされる臨時採用であったことがうかがわ



れる。 

  また、当時の同僚が保管する源泉徴収票によると、雇用保険の被保険者資

格を取得した月の給与から雇用保険料が控除され、当該月に係る厚生年金保

険料が翌月の給与から控除されていることが確認できる上、現在のＡ株式会

社の人事担当者は「当該同僚が保管する源泉徴収票からみて、申立期間当時

Ｂ事業所においては、従業員が雇用保険の一般被保険者資格を取得した日の

属する月の翌月から、取得月の厚生年金保険料を従業員の給与から控除して

いたと判断せざるを得ない。」と述べており、申立人の厚生年金保険の被保

険者資格の取得日に誤りがあったことを認めている。 

  これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年６月

１日から 33 年１月４日までの期間について、厚生年金保険被保険者として事

業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたと認められる。 

  また、当該期間における標準報酬月額については、申立人の被保険者資格

取得日に係る社会保険事務所の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る被保険者資格の取得日を昭和 32 年６月１日

とすべきところ 33 年１月４日と誤って記載し提出したことを認めているこ

とから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格取得の届出を行ってお

り、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 32 年６月から同年 12 月ま

での厚生年金保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係

る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



山口国民年金 事案 488 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年 12 月から 45 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 12月から 45年９月まで 

私は、20 歳になった時に母に勧められ、母と共にＡ市Ｂ出張所に行き、

国民年金の加入手続をした。 

昭和 44年 12月から 45年９月までの期間について、Ａ市Ｂ出張所で国民

年金保険料を間違いなく納付していた。将来に備えて苦労して納付したの

に、役所の記録が未納となっていることが納得できない。 

再度徹底して調査を行い、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   また、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿及び国民年金保険料納付検認

明細書によると、申立人は昭和 45 年 10 月 22 日に国民年金に任意加入し、

同日に国民年金手帳記号番号が払い出されていることが確認できる上、ほか

に申立人が申立期間において国民年金に加入し国民年金保険料を納付した事

情も見当たらないことから、国民年金の未加入期間である申立期間の国民年

金保険料を納付したとは認め難い。 

さらに、申立人が所持している国民年金手帳の検認印の日付等は、上記国

民年金保険料納付検認明細書の記録と一致していることが確認できる上、申

立人は申立期間の国民年金保険料について、Ａ市Ｂ出張所で納付したと申し

立てているが、当該国民年金保険料納付検認明細書によると、申立期間後の

昭和 45 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料は、納付組織において



納付され、46 年１月及び同年２月の国民年金保険料は、同年２月 19 日に同

出張所において納付されたことが確認できることから、申立人の記憶は当該

期間の国民年金保険料を納付した記憶との錯誤である可能性を否定できない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



山口厚生年金 事案 439 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 10月 31日から 45年 10月 31日まで 

私は、昭和 42 年４月に父親が経営する有限会社Ａに入社した。入社後、

しばらくして社名が有限会社Ａから有限会社Ｂへ変わったのを覚えている。 

その後、昭和 43 年８月末に一度有限会社Ｂを退職し、別の会社へ就職し

たが、親族の要請で申立期間は再び同社において勤務した。同社はブロッ

ク及びコンクリート製品の製造、販売及び付随する請負工事を業としてお

り、私は２トントラックでコンクリート製品を運搬していた。毎日過酷な

労働で給与明細書を確認する余裕がなかったが、厚生年金保険料は当然給

与から控除されていたはずであり、申立期間が未加入となっていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の元同僚は、「私が有限会社Ｂに入社した昭和 43 年８月には、申立

人は同社において勤務していた。」と証言していること、及び社会保険事務

所の記録から、申立人が昭和 43 年８月以前に有限会社Ｂにおいて勤務してい

たことは確認できる。 

しかしながら、当該同僚の申立人の勤務期間に関する記憶は曖昧
あいまい

であり、

そのほかの同僚からも申立人の同社における勤務期間に関する明確な証言は

得られなかったことから、申立期間において申立人が同社に勤務していたと

は推認できない。 

また、有限会社Ｂは平成８年６月１日に解散しており、申立期間当時の事

情を知る事業主（申立人の父親）及び経理担当者は既に亡くなっていること

から、申立てに係る事実を確認することができなかった。 

   さらに、社会保険事務所が保管する有限会社Ｂに係る健康保険厚生年金保



険被保険者原票によると、申立人の厚生年金保険の加入記録は、昭和 42 年４

月１日から 43 年８月 31 日までの期間の記録しか確認できず、健康保険の番

号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、複数の同僚の証言及び社会保険事務所の記録から、申立人と同職

種の同僚には厚生年金保険の加入記録の無い者が複数いることが確認できる

ことから、申立期間当時、事業主は、すべての従業員について厚生年金保険

に加入させていなかったことがうかがえる。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 440 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 23年６月１日から 25年２月２日まで 

中学を卒業後に就職したＡ社（現在は、株式会社Ｂ）での厚生年金保険

加入記録を確認したところ、資格取得日が昭和 25年２月２日であった。 

しかし、同僚で近所に住むＣ氏と同時期に入社したのを覚えており、申

立期間も勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険の加入期間で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は昭和 23 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、社会

保険事務所が保管する同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、申立人が 25 年２月２日から同年３月 26 日まで同社に勤務していたこと

は確認できるが、当時の事業主等は既に他界しており、株式会社Ｂには当時

の関係資料は保管されていないため、申立人の申立期間における勤務状況等

について確認することができない。 

また、申立人の記憶している同僚のＣ氏は、Ａ社が厚生年金保険の適用事

業所となった昭和 23 年６月１日に被保険者資格を取得し、申立人と同じ 25

年３月 26 日に被保険者資格を喪失しているが、「申立人と入社時期は一緒で

はなく、申立人は自分より後に入社したと思う。自分は３年か４年くらい勤

務していたが、申立人がいつからいつまで勤務していたかは分からない。」

と述べており、申立人の勤務期間を特定することができない。 

さらに、申立人に当該事業所での勤務期間及び厚生年金保険料控除につい

ての明確な記憶は無く、申立人はＣ氏以外に同僚の名前を記憶していない上、

社会保険事務所の記録において申立期間当時に加入記録が確認できる者のう

ち、２名からは事情を聴取できたものの、申立人の勤務期間や当時の厚生年



金保険の加入状況についての証言は得られず、申立人と同日に被保険者資格

を取得している５名は既に他界し、このほかの者についても所在不明か既に

他界しているなど、ほかに証言を得られる者がいない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 442 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 62年７月から 63年５月まで 

    Ａ株式会社には職業安定所の紹介で、「社会保険、雇用保険有り」とあ

ったので入社した。 

今までの勤務先は全て正社員で社会保険があったのに、Ａ株式会社だけ

社会保険が無かったことに納得できない。雇用保険にも加入していた。社

会保険事務所で２回調査してもらったが、厚生年金保険に加入していない

ことに納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の社会保険事務を行っていた社会保険労務士事務所に保存され

ていた、申立期間当時の申立人の給与明細書の一部（昭和 62 年 11 月及び同

年 12 月分並びに同年 12 月賞与分）によると、いずれの給与明細書からも社

会保険料は控除されていなかったことが確認できる。 

また、申立期間当時、申立人と一緒に勤務していた同僚（昭和 54 年５月か

ら平成元年４月まで勤務）は、「私より後に入社した２名（昭和 56 年、59

年に入社）の女性は正社員であったが、その後入社した女性は申立人を含め

全員パートであった。」と供述している。 

さらに、当該社会保険労務士事務所によると、同事務所の保管するＡ株式

会社が提出した「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届」の控えには、

申立人の名前は無かったとしている。 

加えて、申立人の申立期間の雇用保険の加入記録は無く、Ａ株式会社に係

る社会保険庁のオンライン記録に申立人の加入記録は無い上、同社の健康保

険整理番号は連番で欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え

難い。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 443 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年８月から同年 12月まで 

② 昭和 59年８月から 60年４月まで 

私は、株式会社Ａで、昭和 55 年７月から 60 年４月まで社員として途中

で退社することもなく勤務していた。 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申

立期間①、②について厚生年金保険に加入した事実は無い旨の回答を得た。 

この間は間違いなく同社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険

の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の記録によると、申立人は当該期間にお

いて雇用保険の被保険者となっておらず、株式会社Ａが保管している雇用保

険被保険者離職証明書（事業主控）によれば、昭和 57 年７月 30 日離職と記

録され、同月 31日付けで当該証明書が交付されていることが確認できる。 

また、株式会社Ａは、「申立期間について、申立人を雇用していない。し

たがって、給与も支給しておらず、厚生年金保険料も控除していない。」と

回答している。 

さらに、当時の事業主の長男は、「申立人は、お産の都合で休みたいとの

希望があり、申立期間については雇用関係を打ち切り、雇用保険被保険者離

職証明手続を行うとともに、厚生年金保険の喪失手続を行い、健康保険証も

返してもらった。当該期間は給与支給も保険料控除もしていない。」と供述

している。 

加えて、社会保険事務所が保管する株式会社Ａにおける、申立人に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票をみると、健康保険証を返納している記録



が確認できる。 

申立期間②については、雇用保険の記録によると、申立人は当該期間にお

いて雇用保険の被保険者となっておらず、「昭和 58 年１月５日加入、昭和

59 年７月 30 日離職」となっており、社会保険事務所の記録と一致している

ことが確認できる。 

また、株式会社Ａは、「申立期間について、申立人を雇用していない。し

たがって、給与も支給しておらず、厚生年金保険料も控除していない。」と

回答している。 

さらに、社会保険事務所が保管する株式会社Ａにおける、申立人の夫に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票をみると、申立人は昭和 59 年８月３

日付けで、夫の被扶養者に認定されている上、申立人に係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票をみると、健康保険証を返納している記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 445 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月１日から 47年４月１日まで  

私は、申立期間にＡ郵便局において臨時補充員として勤務し、給料から

厚生年金保険料が控除されていた記憶があることから、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所であるＡ郵便局から提供のあった在職証明書により、申立人が

昭和 45 年 12 月１日から 46 年 11 月 30 日までの期間及び同年 12 月４日から

47 年６月３日までの期間に臨時補充員として勤務していたことが確認でき

る。 

   しかし、社会保険庁の記録によると、申立人が勤務していたとするＡ郵便

局は、昭和 47 年４月１日から厚生年金保険の適用事業所となっており、申立

期間は、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となる以前の期間である。 

また、Ａ郵便局が適用事業所となる以前に、臨時補充員として勤務したと

する複数の同僚は、申立人と同様に当該期間が厚生年金保険の被保険者期間

でなかったことが確認できる。 

さらに、申立期間と重なる期間に臨時補充員として勤務したとする同僚は、

再度、昭和 47 年４月１日から臨時補充員として勤務しているが、当該期間

にあっては、申立人と同様に厚生年金保険の被保険者としての資格を有して

おり、Ａ郵便局は、適用事業所としての届出と同時に申立人及び当該同僚の

厚生年金保険の資格取得の手続を行ったと考えられる。 

加えて、申立人には、申立期間において事業主から厚生年金保険料を控除

されていたという明確な記憶が無い上、同僚等からも厚生年金保険料の控除

につながる証言を得ることができない。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


